
 
 

平成 26 年 6 月 27 日 

 

平成25 年通信利用動向調査の結果 

 

総務省では、この度、平成 25年末の世帯及び企業における情報通信サービスの利用状況等に

ついて調査した通信利用動向調査の結果を取りまとめました。 

今回の調査結果のポイントは、別添１のとおりであり、また、概要は別添２のとおりです。 

なお、調査結果の詳細は、情報通信統計データベースに掲載するとともに、掲載データにつ

いては、機械判読に適したデータ形式（CSV形式）により公開する予定です。 

（URL: http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html） 

 

【調査概要】 

通信利用動向調査は、世帯（全体・構成員）及び企業を対象とし、統計法（平成 19 年法律第 53

号）に基づく一般統計調査として平成２年から毎年実施（企業調査は、平成５年に追加し平成６年

を除き毎年実施。世帯構成員調査は、平成 13年から実施。）しており、平成 22年から世帯調査を都

道府県別に実施。 

 

 世帯調査 企業調査 

調査時期 平成 26年１月～3月 

対象地域 全 国 

属性範囲・ 

調査の単位数 

20歳以上（平成 25年４月１日現在）の世帯主

がいる世帯及びその構成員 

公務を除く産業に属する常用雇用者規模100人

以上の企業 

サンプル数 

［有効送付数］ 
40,592世帯［36,727世帯］ 5,140企業［3,934企業］ 

有効回収数［率］ 15,599世帯（43,625人）［42.5％］ 2,216企業［56.3％］ 

調査事項 通信サービスの利用状況、情報通信関連機器の保有状況等 

調査方法 郵送による調査票の配布及び回収 

 

 連絡先：情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

 （ 担 当 ： 佐 藤 課 長 補 佐 、 石 橋 係 長 ） 

 電 話：（直通）０３－５２５３－５７４４ 

 （ＦＡＸ）０３－５２５３－６０４１ 



平成２５年通信利用動向調査 
ポイント 

※タイトルに（世帯）と付した項目は世帯調査、（企業）と付した項目は企業調査、その他は世帯構成員（個人）調査結果に基づく。 

別添１ 



平成20年末 
(ｎ＝4,515) 

平成21年末 
(ｎ＝4,547) 

平成22年末 
(ｎ＝

22,271) 

平成23年末 
(ｎ＝

16,530) 

平成24年末 
(ｎ＝

20,418) 

平成25年末 
(ｎ＝

15,599) 

固定電話 90.9 91.2 85.8 83.8 79.3 79.2

ＦＡＸ 53.5 57.1 43.8 45.0 41.5 46.4

パソコン 85.9 87.2 83.4 77.4 75.8 81.7

（再掲）スマートフォン 9.7 29.3 49.5 62.6

携帯電話又はＰＨＳ 95.6 96.3 93.2 94.5 94.5 94.8

タブレット型端末 7.2 8.5 15.3 21.9
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インターネット利用率 
（全体） 

タブレット型端末 

スマートフォン 

（従来型）携帯電話 

自宅以外のパソコン 

自宅のパソコン 
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42.4  
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79.5 

7.9 

31.4 

42.8 

34.1 

59.5 

主な情報通信機器の世帯保有状況（平成20年～平成25年） 

※当該比率は、各年の世帯構成員（個人）のうち、当該端末を用いて各年の１
年間にインターネットを利用したことのある人の比率を示す（複数回答、無回答
を除く）。 

（％） 

端末別インターネット利用率 

※当該比率は、各年の世帯全体における各情報通信機器の保有割合を示す。 
※「携帯電話・ＰＨＳ（スマートフォンを含む）」は、平成22年末以降において、スマートフォンを 
 内数に含む。なお、スマートフォンを除いた場合の保有率は、平成24年末は81.2%、 
 平成25年末は76.5％である。 

スマホは急速な普及 
傾向を維持し 
49.5%→62.6%に 

タブレット型端末も 
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【平成25年末】 

【平成24年末】 

パソコン保有率は 
75.8%→81.7%に 

平成24年末（n=49,563） 
平成25年末（n=38,144） 

１ 主要情報通信機器の普及状況 

パソコン保有率は回復、スマートフォン、タブレット型端末保有が着実な伸び。 スマートフォン、タブレット型端末によるインターネット 
利用が急増。 
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世代別インターネットの利用の状況 

50代以下の世代でスマートフォンの伸びが顕著に。とりわけ3０代以下では、従来型携帯電話の減少が顕著。 

※ 平成24年末については、「平成24年通信利用動向調査」報道資料より抜粋。 
※ 当該比率は世帯構成員（個人）のインターネットの利用割合を端末別・年齢階層別に示したものである（無回答を除く。）。 
※ 携帯電話には、スマートフォンを除く。 
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（n=38,144） 

平成24年末
（n=49,563） 
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２ インターネットの利用動向① 
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家庭内無線ＬＡＮの利用率（世帯） 

スマートフォン・タブレット型端末保有世帯の家庭内における無線
LAN利用率は増加傾向。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

                                    （平成25年末） 

タブレット型端末保有世帯（平成24年末） 

（平成25年末） 

スマートフォン保有世帯 （平成24年末） 

（平成25年末） 

ブロードバンド回線接続世帯（平成24年末） 

（平成25年末） 

全体（平成24年末） 

85.8  
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72.2  
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54.4  

46.9  
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利用している 導入する予定がある 導入の予定もなし 

（n=19,591） 

（n=14,902） 

（n=10,202） 

（n=9,530） 

（n=8,549） 

（n=8,284） 

（n=2,642） 

（n=2,794） 

（無回答を除く） 

家庭内外で主としてインターネット接続に使う端末 
（インターネット利用者に占める比率） 

２ インターネットの利用動向② 
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平成24年末 
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43.4  
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自宅以外のパソコン スマートフォン 携帯電話 タブレット型端末 その他 

（n=25,405） 

（n=27,801） 

【家庭外インターネット利用】 

主たるネット接続端末としても、家庭内外でスマートフォンが
急速な伸びとなっている。 

※ 当該比率は家庭内・家庭外におけるインターネット利用者のインターネット接続時 
 に主に利用する端末の割合を示したものである（無回答を除く）。 
※ 「その他」には、家庭内ないし家庭外では利用しないとの回答を含む。 

【家庭内インターネット利用】 
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（n=29,396） 

（n=33,768） 
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５０～６９歳のインターネット利用は拡大傾向。 

（注）「全体」は6歳以上人口をさす。  
        ｢無回答者」を除いて集計。 
 

２ インターネット利用動向③（年齢階層別インターネット普及率） 

１３歳～５９歳のインターネット利用率が９割を超えており、５０～６９歳のインターネット利用は拡大傾向。 



利用者、企業共にソーシャルメディアサービスの利用が拡大傾向。 

企業におけるソーシャルメディアサービスの活用の状況 

5 
３ ソーシャルメディアの利用動向 

ソーシャルメディアの利用状況 

１３～39歳におけるソーシャルメディアの利用が５割を超える。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体(n=29,698) 

6～12歳(n=1,286) 

13～19歳(n=2,507) 

20～29歳(n=4,163) 

30～39歳(n=4,879) 

40～49歳(n=5,103) 

50～59歳(n=5,399) 

60～64歳(n=2,605) 

65～69歳(n=1,806) 

70～79歳(n=1,532) 

80歳以上(n=418) 

42.4  

15.9  

57.2  

65.5  

58.9  

43.5  

29.8  

20.1  

17.9  

19.3  

16.8  

【ソーシャルメディアの利用】 

「サービス業・その他」、「卸売・小売業」、「金融・保険業」
の約２割の企業がソーシャルメディアサービスを活用。 

（無回答を除く） 

（無回答を除く） 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

全体 
平成24年末(n=2,055) 
平成25年末(n=2,124) 

建設業 
平成24年末(n=331) 
平成25年末(n=349) 

製造業 
平成24年末(n=382) 
平成25年末(n=381) 

運輸業 
平成24年末(n=363) 
平成25年末(n=358) 
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【産業別】 

（注）ソーシャルメディアとは、複数の人とインターネットでやるとりできる情報サービスのこと。 



４ クラウドサービスの利用状況（企業） 

資本金規模別クラウドサービス利用状況 
クラウドサービスを利用しない理由 

6 
クラウドサービスの利用状況 

クラウドサービスを利用している企業の割合は28.2％から33.1％に拡大。 

クラウドサービスの利用率は、資本金規模が50億円以上
の企業では５割を超える。 

クラウドサービスを利用していない企業は、42.8％が「必要ない」と
し、３7.4％が「セキュリティ面の不安」を挙げている。 
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【資本金規模別】 

平成24年末(n=2,071) 平成25年末(n=2,183) 

42.8 

37.4 

22.9 

21.9 

15.7 

11.0 

10.4 

8.0 

5.6 

6.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要がない 

情報漏洩などセキュリティに不安がある 

クラウドの導入に伴う既存システムの 
改修コストが大きい 

メリットが分からない、判断できない 

ネットワークの安定性に対する不安がある 

通信費用がかさむ 

ニーズに応じたアプリケーションの 
カスタマイズができない 

クラウドの導入によって 
自社コンプライアンスに支障をきたす 

法制度が整っていない 

その他 

平成25年末(n=740) 

（無回答を除く） （無回答を除く） 

（無回答を除く） 



５ 企業通信網に対するセキュリティ侵害状況（企業） 

企業の情報セキュリティ被害の状況 企業の情報セキュリティ対策の状況 

7 

情報セキュリティについて何らかの被害を受けたと回答した企業
は低下傾向。 

何らかの対策を講じているとの回答が、平成2３年調査から
平成2５年調査にかけていずれも97％以上と高い水準で推
移。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

対応している 

特に対応していない 

パソコンなどの端末(ＯＳ、ソフト等)に 
ウィルス対策プログラムを導入 

サーバにウィルス対策プログラムを導入 

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御 

ファイアウォールの設置・導入 

ＯＳへのセキュリティパッチの導入 

社員教育 

セキュリティポリシーの策定 

アクセスログの記録 

プロキシ（代理サーバ）等の利用 

外部接続の際にウィルスウォールを構築 

データやネットワークの暗号化 

セキュリティ監査 

回線監視 

認証技術の導入による利用者確認 

ウィルス対策対応マニュアルを策定 

不正侵入検知システム(ＩＤＳ)・ 
不正侵入防御システム（ＩＰＳ）の設置・導入 

セキュリティ管理のアウトソーシング 

Ｗｅｂアプリケーションファイアウォールの 
設置・導入 

その他の対策 

平成23年末 
(n=1,855) 

平成24年末
(n=2,043) 

平成25年末
(n=2,123) 

（無回答を除く） （無回答を除く） 



６ 標的型メールの被害状況と対策の状況（企業） 

標的型メールの被害の状況 標的型メールへの対策の状況 

8 

標的型メールの被害を受けたと回答した企業の比率は19.8％。
そのうち、1.2％の企業がコンピュータウィルスに少なくとも1回
感染。 

何らかの対策を講じているとの企業の比率は８2.5％。実施し
ている対策はウィルス対策プログラムの導入が高い割合。 

1.2% 

6.9% 

11.7% 

80.2% 

標的型メールが社員の端末に

到達し、コンピュータウィルスに

少なくとも１回は感染した 

標的型メールが社員の端末に

到達したが、コンピュータウィル

スへの感染はなかった 

端末に到達する前にウィルス

対策プログラム等で全て阻止し

た 

標的型メールが送られてきた形

跡は見られない 

平成25年末
(n=2,043) 

82.5 

17.5 

67.9 

53.1 

30.6 

29.3 

20.0 

16.7 

15.2 

12.8 

7.5 

6.9 

5.3 

2.0 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している 

特に実施していない 

パソコンなどの端末（OS、ソフト等）に 
ウィルス対策プログラムを導入 

サーバにウィルス対策プログラムを導入 

OSへのセキュリティパッチの導入 

社員教育 

アクセスログの記録 

プロキシ（代理サーバ）等の利用 

外部接続の際にウィルスウォールを構築 

重要情報を保有するサーバ等に対する 
アクセス制御の強化 

回線監視 

不正侵入検知システム（IDS）の設置・導入 

組織間、部門間での情報共有 

送信ドメイン認証（SPF）の導入 

その他の対策 

平成25年末(n=2,088) 

（無回答を除く） 

（無回答を除く） 



25.9% 

22.4% 
14.9% 

11.2% 

25.6% 

毎日少なくとも1回は利用 

週に少なくとも１回は利用（毎日

ではない） 
月に少なくとも１回は利用（毎週

ではない） 
年に少なくとも１回は利用（毎月

ではない） 
全く利用しない 

平成25年末 
(n=13,103) 

 ７ デジタルテレビ放送の利用状況 
デジタルテレビのデータ放送機能の 

利用状況（世帯） 
デジタルテレビのインターネット接続機能の 

利用状況（世帯） 

9 

世帯の74.4％が過去1年間にデータ放送機能を利用。最大の
利用目的はニュースや気象情報等の身近な情報の入手。 

過去1年間にデジタルテレビのインターネット接続機能を利用した
世帯は16.0％。 

（無回答を除く） 

84.8 

44.1 

35.9 

4.9 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ニュース、気象情報、 
交通情報などの取得 

クイズやアンケートなど、 
番組企画への参加 

視聴中の番組内容に 
関連した情報の取得 

番組で紹介された 
商品・サービスの購入 

その他のサービスの利用 

平成25年末
(n=9,431) 

デジタルテレビのインターネット接続機能の 
利用意向（世帯） 

60.9 

27.4 

24.1 

21.8 

20.0 

19.7 

9.2 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80%

利用してみたい 

ＶＯＤ等の配信番組 

テレビ電話 

録画予約や 
録画した番組を視聴 

ウェブ利用 

視聴中の番組内容に 
関連した情報の取得 

オンラインの 
テレビゲーム 

その他 

平成25年末
(n=10,419) 

6割以上の世帯がインターネット接続機能の利用意向あり。利用目的はVOD等の配
信番組の利用意向が高い。 

4.5% 

3.5% 

3.1% 

4.9% 

84.0% 

毎日少なくとも1回は利用 

週に少なくとも１回は利用（毎日

ではない） 
月に少なくとも１回は利用（毎週

ではない） 
年に少なくとも１回は利用（毎月

ではない） 
全く利用しない 

平成25年末 
(n=8,598) 

（無回答を除く） 

（無回答を除く） 

（無回答を除く） 



別 添 ２ 

 

 
 

目次 

１ インターネット等の普及状況 

（１） インターネット利用者数及び人口普及率 (個人)  ·································································································  １ 

（２） インターネット利用率  (個人)  ········································································································································  ２ 

（３） 端末別インターネット利用率 （個人）  ·························································································································  ４ 

（４） インターネット利用率 （企業） ·············································································································································  ５ 

（５） インターネット接続回線の種類 （世帯） ····················································································································  ５ 

（６） 家庭内無線LANの利用状況 （世帯）  ·······················································································································  ６ 

（７） インターネット接続回線の種類 （企業） ····················································································································  ７ 

（８） 主な情報通信機器の普及状況 (世帯)  ······················································································································  ８ 

（９） 主な情報通信機器の普及状況 (個人)  ······················································································································  ９ 

 

 

２ 個人におけるＩＣＴ利用の現状 

（１） インターネットの利用目的・用途  ····································································································································  10 

（２） インターネットにより購入・取引した商品・サービス  ···························································································  11 

（３） インターネットで購入する際の決済方法 ···················································································································  11 

（４） インターネットで購入する際の最も高額な金額  ····································································································  12 

（５） 映像・音声コンテンツの利用について  ·························································································································· 12 

（６） 個人におけるソーシャルメディアの利用について  ································································································ 14 

 

３ 企業におけるＩＣＴ利用の現状 

（１） 企業通信網の構築状況  ·······················································································································································  15 

（２） 企業におけるソーシャルメディアサービスの活用状況  ···················································································  16 

（３） 電子商取引の実施状況   ···················································································································································  17 

（４） インターネットを利用した広告の実施状況  ··············································································································  18 

（５） 無線通信技術を利用した ICT関連ツールの導入状況  ···················································································  19 

（６） クラウドコンピューティングサービスの利用状況  ································································································  20 

（７） テレワーク  ····················································································································································································  22 

 

４ 安心・安全への取組状況 

（１） セキュリティ対策の実施状況 （世帯） ····························································································································  24 

（２） インターネット利用で感じる不安 （世帯）  ·················································································································  25 

（３） 企業通信網に対するセキュリティ侵害と対策の状況 （企業）  ····································································  26 

（４） 標的型メールの被害状況と対策の状況（企業）  ···································································································  27 

（５） インターネット、企業内LAN等を利用する上での問題点 （企業）  ··························································  28 

（６） 個人情報保護対策の実施状況 （企業）  ···················································································································  29 

 

５ デジタルテレビ放送の利用状況 

（１） デジタルテレビ放送受信機器の保有状況（世帯） ···································································································  29 

（２） デジタルテレビのデータ放送機能の利用状況 （世帯）  ··················································································  29 

（３） デジタルテレビのインターネット接続機能の利用状況 （世帯）  ·································································  31 

（４） デジタルテレビのインターネット接続機能の利用意向 （世帯）  ·································································  31 

平成 25年通信利用動向調査の結果（概要） 
 



 
 
 

（１） インターネット利用者数及び人口普及率 （個人） 

   平成 25 年の 1 年間にインターネットを利用したことのある人は推計で、前年に比べ 392 万

人増加し、1 億 44 万人となり初めて利用者数が１億人を超えた。人口普及率は 82.8％となっ

た。 
 

図表１－１ インターネット利用者数及び人口普及率の推移(個人)  
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（注） ① 調査対象年齢は６歳以上。 

（注） ② インターネット利用者数（推計）は、６歳以上で、調査対象年の１年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本調査

の結果からの推計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、スマートフォン、タブレット端末、ゲーム機等あらゆ

るものを含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるも

のを含む。 

（注） ③ インターネット利用者数は、6歳以上の推計人口（国勢調査結果及び生命表等を用いて推計）に本調査で得られた 6歳以上のインターネット利

用率を乗じて算出。 

（注） ④ 無回答については除いて算出している。（以下、本資料に記載した結果につき同じ。） 

 

 

 

（２）インターネット利用率 （個人） 

インターネット利用率を年齢階層別の推移でみると、13～59歳までの年齢階層では９割を超え

ている。また、60 歳以上の年齢階層では、他の年齢階層と比べると低い状況にあるが、50～69

歳では高い伸びとなっている。 

所属世帯年収別にみると、所得の高い世帯ほど利用率が高い傾向にある。 

利用頻度でみると、スマートフォン利用者（家庭外）は、８割以上の人が「毎日少なくとも１回」

利用している。 

都道府県別にみると、大都市のある都道府県を中心に利用率が高く、平均以上の利用率の都

道府県は京都府、大阪府、神奈川県、滋賀県、埼玉県、東京都、愛知県、北海道、兵庫県、香川

県、三重県の１１都道府県となっている。 
（注） 平成23年調査より、個人を対象とする調査事項を「家庭内」、「家庭外」別に問う形式に変更。 

 

 

１ インターネット等の普及状況 
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図表１－２ 年齢階層別インターネット利用率の推移（個人） 
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平成21年末(n=13,928) 78.0 68.6 96.3 97.2 96.3 95.4 86.1 71.6 58.0 32.9 18.5

平成22年末(n=59,346) 78.2 65.5 95.6 97.4 95.1 94.2 86.6 70.1 57.0 39.2 20.3

平成23年末(n=41,900) 79.1 61.6 96.4 97.7 95.8 94.9 86.1 73.9 60.9 42.6 14.3

平成24年末(n=49,563) 79.5 69.0 97.2 97.2 95.3 94.9 85.4 71.8 62.7 48.7 25.7

平成25年末(n=38,144) 82.8 73.3 97.9 98.5 97.4 96.6 91.4 76.6 68.9 48.9 22.3
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図表１－３ 男女別年齢階層別インターネット利用率（個人）（平成 25年末） 
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図表１－４ 所属世帯年収別インターネット利用率（個人）（平成 25年末） 
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図表１－５ 家庭内外別インターネット利用頻度 
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（対象は、家庭内または家庭外でインターネットを利用した人）

毎日少なくとも１回 週に少なくとも１回

（毎日ではない）

月に少なくとも１回

（毎週ではない）

それ以下

（年１回以上）
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図表１－６ 端末別家庭内外別インターネット利用頻度（平成 25年末） 
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(n=4,959)

スマートフォン（家庭外）
(n=11,383)

（対象は、主に利用した機器別に、家庭内または家庭外でインターネットを利用した人）

毎日少なくとも１回 週に少なくとも１回

(毎日ではない)
月に少なくとも１回

(毎週ではない)
それ以下

(年１回以上）

図表１－７ 都道府県別インターネット利用率（個人）（平成 25年末）

(％)

都道府県(n) 利用率
自宅の
パソコン

自宅以外の
パソコン

携帯電話 スマートフォン

北海道 （654） 84.1 54.0 25.5 25.0 38.5
青森県 （911） 73.8 46.1 22.2 21.8 31.7
岩手県 （869） 75.3 47.2 26.3 23.6 34.5
宮城県 （880） 80.9 56.7 26.0 21.7 38.8
秋田県 （821） 74.1 52.2 23.7 22.6 34.4
山形県 （1,091） 75.4 47.6 24.2 20.6 35.2
福島県 （885） 78.0 48.6 23.7 25.1 37.8
茨城県 （771） 80.7 54.2 24.0 26.1 36.2
栃木県 （889） 80.2 53.0 25.2 22.5 37.8
群馬県 （832） 82.7 53.9 25.3 26.0 38.3
埼玉県 （728） 86.1 62.3 28.5 26.9 44.8
千葉県 （823） 79.5 56.3 26.6 27.3 39.8
東京都 （853） 86.1 65.7 36.0 28.3 50.5
神奈川県 （703） 86.9 63.4 29.7 27.2 45.9
新潟県 （1,045） 79.0 47.4 26.4 24.3 36.2
富山県 （1,012） 80.9 61.7 24.6 21.1 36.0
石川県 （921） 80.6 56.7 26.9 22.6 38.2
福井県 （839） 82.2 58.9 29.1 22.1 40.0
山梨県 （837） 81.7 57.9 25.9 24.3 40.8
長野県 （909） 81.3 53.6 26.1 23.6 36.2
岐阜県 （975） 79.8 53.9 25.7 22.7 42.9
静岡県 （815） 82.0 57.6 27.0 22.6 42.8
愛知県 （862） 85.4 66.7 28.3 22.0 43.9
三重県 （806） 82.9 61.5 28.8 23.4 41.7
滋賀県 （887） 86.5 63.8 31.8 25.7 43.9
京都府 （750） 89.1 68.3 31.1 25.4 42.9
大阪府 （682） 87.4 62.0 29.7 24.3 49.0
兵庫県 （830） 83.3 59.6 26.1 22.7 44.1
奈良県 （920） 82.4 57.0 23.0 25.5 41.0
和歌山県 （670） 77.0 53.4 24.0 20.9 36.6
鳥取県 （846） 77.1 49.5 26.7 23.0 36.4
島根県 （960） 73.6 49.2 26.5 21.7 33.5
岡山県 （923） 79.9 55.7 26.5 25.9 37.8
広島県 （797） 80.9 57.7 25.1 22.9 39.2
山口県 （807） 77.8 54.1 23.5 22.0 33.9
徳島県 （791） 79.2 52.1 24.6 23.6 40.1
香川県 （737） 83.1 60.2 24.1 23.4 42.9
愛媛県 （729） 79.1 53.5 23.0 22.1 38.1
高知県 （644） 72.3 43.9 20.4 23.5 31.7
福岡県 （692） 82.0 60.2 29.4 23.5 41.9
佐賀県 （735） 80.4 52.0 25.5 22.5 38.5
長崎県 （615） 77.0 51.6 24.8 21.8 40.0
熊本県 （843） 79.2 47.1 25.2 22.1 40.7
大分県 （694） 81.3 49.1 26.0 20.4 43.9
宮崎県 （686） 79.4 45.6 24.3 21.9 37.8
鹿児島県 （552） 78.2 44.1 23.1 20.9 40.0
沖縄県 （623） 79.6 49.8 29.4 21.1 41.8

全体 （38,144） 82.8 58.4 27.9 24.5 42.4  
（注） 携帯電話にはＰＨＳなども含む。 
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（３） 端末別インターネット利用率 （個人） 

   平成 25 年 1 年間の端末別インターネット利用状況をみると、「自宅のパソコン」が 58.4％と最も多く、

次いで「スマートフォン」（42.4％）、「自宅以外のパソコン」（27.9％）となっている。 

   更に、主な端末別インターネット利用状況を年齢階層別にみると、「自宅のパソコン」は 13～49 歳の

各年齢階層で７割以上が利用している。また、20～39 歳の各年齢階層では「スマートフォン」の利用が

「自宅のパソコン」の利用を上回って、最も利用率が高い端末となった。 

図表１－８ 端末別インターネット利用率 

（個人） 

79.5

59.5

31.4

34.1

42.8

7.9

6.2

4.0

82.8

58.4

42.4

27.9

24.5

12.4

9.1

5.8

0% 20% 40% 60% 80%

インターネット利用率

（全体）

自宅のパソコン

スマートフォン

自宅以外のパソコン

携帯電話

タブレット型端末

家庭用ゲーム機・

その他

インターネットに接続

できるテレビ

平成24年末

(n=49,563)

平成25年末

(n=38,144)

 

図表１－９ 端末別年齢階層別インターネット 

利用率（個人）（平成 25年末） 

5.0

11.3

15.4

19.7

13.2

15.1

18.7

7.3

33.8

54.8

72.3

83.3

64.1

18.3

24.9

37.2

31.4

24.7

17.4

12.8

6.0

11.9

36.5

41.2

42.9

35.2

18.8

12.4

33.2

67.9

73.0

71.0

73.4

73.8

41.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳以上

(n=12,475)

50～59歳
(n=6,218)

40～49歳
(n=5,420)

30～39歳
(n=5,088)

20～29歳
(n=4,303)

13～19歳
(n=2,666)

6～12歳
(n=1,974)

自宅のパソコン

自宅以外のパソコン

携帯電話

スマートフォン

タブレット型端末

 

  

図表１－10 家庭内でインターネット接続に用いる主な端末 

66.0

47.8

17.4

31.7

12.5

12.8

2.3

4.4

1.9

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24年末

(n=33,768)

平成25年末

(n=29,396)

自宅のパソコン スマートフォン 携帯電話 タブレット端末 その他
 

図表１－11 家庭外でインターネット接続に用いる主な端末 

37.3

25.2

27.8

43.4

18.8

17.5

1.4

2.4

14.7

11.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成24年末

(n=27,801)

平成25年末

(n=25,405)

自宅以外のパソコン スマートフォン 携帯電話 タブレット端末 その他  
（注） 「その他」には、家庭内ないし家庭外では利用しないとの回答を含む。 
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（４） インターネット利用率（企業）  

企業のインターネット利用率は 99.9％となっている。 

過去からの推移をみると、99％台で横ばいとなっており、企業ではインターネット利用が十分に普及し

ていることがうかがわれる。 

 

図表１－12 インターネット利用率の推移（企業） 

96.3 

97.9 
98.7 

97.6 
98.8 99.3 99.3 

99.9 99.7 99.3 
99.9 99.9 

90%

95%

100%

平成

14年末

(n=1,992)

平成

15年末

(n=2,264)

平成

16年末

(n=1,855)

平成

17年末

(n=1,400)

平成

18年末

(n=1,827)

平成

19年末

(n=2,139)

平成

20年末

(n=2,006)

平成

21年末

(n=1,827)

平成

22年末

(n=2,101)

平成

23年末

(n=1,895)

平成

24年末

(n=2,073)

平成

25年末

(n=2,171)

 
 

（５） インターネット接続回線の種類 （世帯） 

自宅のパソコンやタブレット型端末等からのインターネット接続にブロードバンド回線を利用している世

帯の割合は 97.4％となっている。また、ブロードバンド回線利用世帯のうち 59.3％が光回線を利用してい

る。また、携帯電話回線は 50.2％となった。 

 
図表１－13 自宅のパソコン等からのインターネット接続回線（平成 25年末） 

（世帯）（複数回答） 

97.4

59.3

50.2

17.9

9.8

2.0

5.2

2.0

1.6

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

ブロードバンド回線

光回線

（FTTH回線）

携帯電話回線

ケーブルテレビ回線

（CATV回線）

DSL回線

固定無線回線

（FWA)

ナローバンド回線

電話回線

（ダイヤルアップ）

ISDN回線

PHS回線

平成25年末(n=9,997)

 

（注）集計対象は「自宅のパソコン」、「タブレット型端末」及び「その他の機器」からのインターネット利用世帯。 

（注） 
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（６） 家庭内無線 LANの利用状況（世帯）  

家庭内無線LANを利用している世帯は全体の 54.4％となっている。 

インターネット接続回線別にみると、ブロードバンド回線（光回線、DSL回線等）接続世帯は72.2％、ナロ

ーバンド回線（電話回線、ISDN回線等）接続世帯は 62.3％の世帯で家庭内無線LANが利用されている。 

保有端末別にみると、スマートフォン端末保有世帯は 69.7％、タブレット端末保有世帯は 85.8％の世帯

で家庭内無線LANが利用されている。 

図表１－14 家庭内無線 LANの利用状況 

39.3

46.9

54.4

58.5

68.3

72.2

48.0

61.8

62.3

60.8

62.7

69.7

71.5

76.7

85.8

8.5

6.6

5.2

9.3

6.5

5.0

10.9

7.8

5.4

8.8

7.1

5.0

4.9

3.9

3.4

52.2

46.5

40.4

32.2

25.2

22.7

41.2

30.4

32.3

30.3

30.2

25.3

23.6

19.4

10.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

平成23年末（n=16,378）

平成24年末(n=19,591)

平成25年末(n=14,902)

ブロードバンド回線接続世帯

平成23年末（n=8,787）

平成24年末(n=10,202)

平成25年末(n=9,530)

ナローバンド回線接続世帯

平成23年末（n=2,589）

平成24年末(n=3,446)

平成25年末(n=558)

スマートフォン保有世帯

平成23年末（n=4,168）

平成24年末(n=8,549)

平成25年末(n=8,284)

タブレット型端末保有世帯

平成23年末（n=1,184）

平成24年末(n=2,642)

平成25年末(n=2,794)

利用している 現在利用していないが、導入する予定がある 利用していないし、導入の予定もない

 
（注） ① ブロードバンド回線（光回線、DSL回線等）接続は、ナローバンド回線併用の場合を含む。 

（注） ② ナローバンド回線（電話回線、ISDN回線等）接続は、ブロードバンド回線併用の場合を含む。 

（注） ③ ブロードバンド回線及びナローバンド回線は自宅でパソコン等からインターネットを利用する世帯を対象。その他は全世帯を対象とする。 
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（７） インターネット接続回線の種類 （企業） 

自社からのインターネット接続にブロードバンド回線を利用している企業の割合は 86.3％で、前年から

0.4 ポイント増加した。また、光回線の利用率も 1.2 ポイント増の 83.2％となり、企業における光回線による

ブロードバンド化が着実に進展している。 

図表１－15 インターネット接続回線の種類（企業）（複数回答） 

84.6

80.0

10.6

3.1

0.7

0.0

20.4

12.5

7.2

2.9

12.7

0.2

85.9

82.0

11.0

3.9

0.7

0.4

20.4

12.2

8.2

3.8

10.0

0.1

86.3

83.2

7.9

2.8

0.6

0.3

17.2

10.7

6.3

2.6

10.5

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ブロードバンド回線

光回線

（ＦＴＴＨ回線）

ＤＳＬ回線

ケーブルテレビ回線

（ＣＡＴＶ回線）

固定無線回線

（ＦＷＡ）

ＢＷＡアクセスサービス

ナローバンド回線

ＩＳＤＮ回線

（常時接続）

電話回線

（ダイヤルアップ）

ＩＳＤＮ回線

（非常時接続）

専用線

衛星回線

平成23年末(n=1,857)

平成24年末(n=2,033)

平成25年末(n=2,105)
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（８） 主な情報通信機器の普及状況（世帯） 

情報通信機器の普及状況を機器別にみると、「携帯電話・ＰＨＳ」及び「パソコン」の世帯普及

率は、それぞれ 94.8％、81.7％となっている。また、「携帯電話・PHS」の内数である「スマートフ

ォン」は、62.6％（対前年比 13.1ポイント増）と依然急速に普及が進んでいる。 

 
図表１－16 主な情報通信機器の普及状況の推移（世帯） 

90.7

90.1 90.7 90.9 91.2 85.8
83.8

79.3

79.2

34.2

40.4 41.4

50.8
53.9 52.9

50.4 50.0

55.4
53.5

57.1

43.8

45.0

41.5

46.4

37.7

50.5

58.0

71.7

78.2 77.5
80.5 80.8 85.0 85.9

87.2

83.4

77.4
75.8

81.7

11.6

16.0
17.5

23.8

30.6
33.5 33.8 34.0

45.7 45.9

51.4

46.9

10.3

4.1 3.3(PDA)3.8(PDA)

4.9(PDA)
2.7 2.6 2.9 3.02.3 3.0(TV) 3.2

5.4 7.5 8.8 11.7
15.2

23.2

26.8

33.6

10.2

17.3

22.9

33.1
36.2

49.5 47.6

6.0

26.5

42.2 48.0

43.0

9.7

29.3

49.5

62.6

14.3

19.1
22.0

27.3

17.0
20.1

21.4
23.8

67.7

78.5 78.2

87.6

94.4
92.2

90.0

91.3

95.0 95.6 96.3
93.2 94.5 94.5 94.8

9.0
11.0 11.1 12.0 11.1 10.7 15.2

20.8

25.9
23.3

24.5

29.5

38.3

3.2

3.2 4.5

4.1 3.4
4.3 5.5

7.6

3.5
6.2

12.7
8.87.2

8.5

15.3
21.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成11年末

(ｎ＝3,657)
平成12年末

(ｎ＝4,278)
平成13年末

(ｎ＝3,845)
平成14年末

(ｎ＝3,673)
平成15年末

(ｎ＝3,354)
平成16年末

(ｎ＝3,695)
平成17年末

(ｎ＝3,982)
平成18年末

(ｎ＝4,999)
平成19年末

(ｎ＝3,640)
平成20年末

(ｎ＝4,515)
平成21年末

(ｎ＝4,547)
平成22年末

(ｎ＝22,271)
平成23年末

(ｎ＝16,530)
平成24年末
(n=20,418)

平成25年末
(n=15,599)

保
有
率
（
％
）

固定電話

携帯電話・ＰＨＳ（※１）

パソコン

インターネットに接続

できる携帯型音楽プ

レイヤー

インターネットに接続

できるテレビ

携帯情報端末

（ＰＤＡ）

インターネットに

接続できる家庭用

テレビゲーム機

その他インターネッ

トに接続できる家電

（情報家電）等

スマートフォン(※２)

ＦＡＸ

カー・ナビゲーション・システム

ＥＴＣ車載器

（再掲）ワンセグ放送対応携帯電話

タブレット型端末

 

 
（注） １．「携帯電話・PHS」には、平成21年末から平成24年末までは携帯情報端末（PDA）も含めて調査し、平成22年末以降はスマートフォンを内数として含

む。なお、スマートフォンを除いた場合の保有率は７６．５％である。 

（注） ２．「スマートフォン」は、「携帯電話・PHS」の再掲である。 

（注） ３．経年比較のため無回答を含む形で集計。 
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（９） 主な情報通信機器の普及状況（個人） 

情報通信機器の普及状況を機器別にみると、「携帯電話」及び「スマートフォン」の個人普及

率は、それぞれ 38.9％、39.1％となっている。また、6～49 歳の各年齢階層では「スマートフォン」

の普及率が「携帯電話」の普及率を上回っており、20～29 歳の年齢階層では「スマートフォン」の普

及率が「自宅のパソコン」の普及率を上回った。 

 
図表１－17 主な情報通信機器の普及状況の推移（個人） 

全 体

(n=43,625)
６～１２歳

(n=2,186)
１３～１９歳

(n=2,741)
２０～２９歳

(n=4,405)
３０～３９歳

(n=5,269)
４０～４９歳

(n=5,692)
５０～５９歳

(n=6,620)
６０～６４歳

(n=4,233)
６５～６９歳

(n=3,565)
７０～７９歳

(n=5,231)
８０歳以上

(n=3,683)

自宅のパソコン 56.6 41.1 76.7 78.8 74.7 75.0 68.4 48.8 38.6 23.3 7.4

自宅以外のパソコン 27.8 11.9 21.7 40.6 46.1 43.4 38.5 22.6 12.3 5.7 1.2

携帯電話(ＰＨＳを含む) 38.9 12.1 22.8 24.3 33.4 43.9 58.3 58.5 58.0 44.1 18.8

スマートフォン 39.1 17.9 64.3 83.7 72.1 53.9 33.4 14.0 7.8 3.7 1.6

タブレット型端末 12.1 18.0 16.3 14.2 20.7 16.4 11.7 8.8 5.6 2.5 1.7
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10%

20%

30%

40%
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（１） インターネットの利用目的・用途  

インターネットの利用目的・用途については、家庭内からの利用は「電子メールの送受信」が

69.9％と最も多く、次いで「商品・サービスの購入・取引」（57.2％）となっている。 

また、年齢階層別にみると、「電子メールの送受信」、「商品・サービスの購入・取引」及び「地

図・交通情報の提供サービス」については、それぞれの年代において 20～59 歳の利用が５割を

超えている。 

 
図表２－１ 家庭内・家庭外からのインターネットの利用目的・用途（個人） 

（複数回答）（平成 25年末） 
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ペ
ー
ジ
・ブ
�
グ
の
閲
覧
、
書
き
込
み

企
業
・政
府
等
の
ホ
ー
�
ペ
ー
ジ
・ブ
�
グ
の
閲
覧
、

書
き
込
み

個
人
の
ホ
ー
�
ペ
ー
ジ
・ブ
�
グ
の
閲
覧
、
書
き
込
み

自
分
の
ホ
ー
�
ペ
ー
ジ
・ブ
�
グ
の
開
設
・
更
新

ソ
ー
シ
�
�
�
デ
ィ
ア
の
利
用

電
子
掲
示
板
（Ｂ
Ｂ
Ｓ
）
・
チ
�
ッ
ト
の
利
用

無
料
通
話
ア
プ
�
や
ボ
イ
ス
チ
�
ッ
ト
の
利
用

動
画
投
稿
・共
有
サ
イ
ト
の
利
用

�
ジ
オ
、
テ
�
ビ
番
組
、
映
画
な
ど
の
オ
�
デ
マ
�
ド

配
信
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

ウ
ェ
ブ
ア
�
バ
�
の
利
用

オ
�
�
イ
�
ゲ
ー
�
の
利
用

ク
イ
ズ
・懸
賞
応
募
、
ア
�
ケ
ー
ト
回
答

地
図
・交
通
情
報
の
提
供
サ
ー
ビ
ス
（無
料
の
も
の
）

天
気
予
報
の
利
用
（無
料
の
も
の
）

ニ
�
ー
ス
サ
イ
ト
の
利
用

辞
書
・事
典
サ
イ
ト
の
利
用

電
子
フ
ァ
イ
�
の
交
換
・ダ
ウ
�
�
ー
ド
（Ｐ
２
Ｐ
、

Ｆ
Ｔ
Ｐ
な
ど
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（計
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（金
融
取
引
及
び
デ

ジ
タ
�
コ
�
テ
�
ツ
購
入
を
含
む
）

金
融
取
引
（イ
�
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
銀
行
・証
券
・

保
険
取
引
な
ど
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（デ
ジ
タ
�
コ
�
テ
�

ツ
購
入
を
含
み
金
融
取
引
を
除
く
）

デ
ジ
タ
�
コ
�
テ
�
ツ
（音
楽
・音
声､

映
像､

ゲ
ー
�
ソ

フ
ト
等
）の
購
入
・取
引

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（金
融
取
引
及
び
デ

ジ
タ
�
コ
�
テ
�
ツ
購
入
を
除
く
）

イ
�
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
�
�

電
子
政
府
・電
子
自
治
体
の
利
用
（
電
子
申
請
、
電

子
申
告
、
電
子
届
出
）

そ
の
他

家庭内全体(n=28,075) 家庭外全体(n=20,040)

 
（注） 家庭内または家庭外からのインターネット利用者に占める機能・サービス別利用者の割合を示す。 

 
図表２－２ インターネットの利用目的・用途（成人） 

（複数回答）（平成 25年末） 
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書
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更
新

ソ
ー
シ
�
�
�
デ
ィ
ア
の
利
用

電
子
掲
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Ｂ
Ｓ
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・
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ッ
ト
の
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用

無
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話
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プ
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や
ボ
イ
ス
チ
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ト
の
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用

動
画
投
稿
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サ
イ
ト
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ど
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オ
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ド
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サ
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ェ
ブ
ア
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バ
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の
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用
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ゲ
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の
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用

ク
イ
ズ
・懸
賞
応
募
、
ア
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ケ
ー
ト
回
答

地
図
・交
通
情
報
の
提
供
サ
ー
ビ
ス
（無
料
の
も
の
）

天
気
予
報
の
利
用
（無
料
の
も
の
）

ニ
�
ー
ス
サ
イ
ト
の
利
用

辞
書
・事
典
サ
イ
ト
の
利
用

電
子
フ
ァ
イ
�
の
交
換
・ダ
ウ
�
�
ー
ド
（Ｐ
２
Ｐ
、
Ｆ

Ｔ
Ｐ
な
ど
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（計
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（金
融
取
引
及
び
デ
ジ

タ
�
コ
�
テ
�
ツ
購
入
を
含
む
）

金
融
取
引
（イ
�
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
銀
行
・証
券
・保

険
取
引
な
ど
）

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（デ
ジ
タ
�
コ
�
テ
�
ツ

購
入
を
含
み
金
融
取
引
を
除
く
）

デ
ジ
タ
�
コ
�
テ
�
ツ
（音
楽
・音
声､

映
像､

ゲ
ー
�
ソ

フ
ト
等
）の
購
入
・取
引

商
品
・サ
ー
ビ
ス
の
購
入
・取
引
（金
融
取
引
及
び
デ
ジ

タ
�
コ
�
テ
�
ツ
購
入
を
除
く
）

イ
�
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
�
�

電
子
政
府
・電
子
自
治
体
の
利
用
（
電
子
申
請
、
電
子

申
告
、
電
子
届
出
）

そ
の
他

20～29歳(n=4,163) 30～39歳(n=4,879) 40～49歳(n=5,103) 50～59歳(n=5,399) 60歳以上(n=6,361)

 

（注） 当該世代のインターネット利用者のうち、当該機能・サービスの利用経験がある者を示す。 

２ 個人におけるＩＣＴ利用の現状 
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（２） インターネットにより購入・取引した商品・サービス  

   インターネットを経由した商品・サービスの購入・取引については、品目によって利用年齢階

層に差がみられ、若い年齢階層の方が、商品・サービスの購入の利用が高い傾向にある。 

 
図表２－３ 世代別インターネットで購入した商品・サービス（成人） 

（複数回答）（平成 25年末） 

0%
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35%
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45%

パ
ソ
コ
�
関
連
（パ
ソ
コ
�
本
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周
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機
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ソ
フ
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ウ
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ア(DVD-RO
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等
の
物
品
に
限
る))

書
籍
・Ｃ
Ｄ
・
Ｄ
Ｖ
Ｄ
・
ブ
�
ー
�
イ
デ
ィ
ス
ク
（電
子

書
籍
な
ど
デ
ジ
タ
�
配
信
さ
れ
る
も
の
を
除
く
）

日
用
雑
貨
（食
料
品
、
衣
料
品
、
化
粧
品
、
文
房
具
な

ど
）

耐
久
消
費
財
（家
電
、
家
具
な
ど
）

趣
味
関
連
品
（ア
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サ
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、
楽
器
、
ス
ポ
ー
ツ
用

品
、
玩
具
、
自
動
車
用
品
な
ど
）

各
種
チ
ケ
ッ
ト
・金
券
（交
通
機
関
、
ホ
テ
�
・旅
館
、
コ

�
サ
ー
ト
等
の
チ
ケ
ッ
ト
予
約
及
び
購
入
）

そ
の
他
の
商
品
・サ
ー
ビ
ス
（デ
ジ
タ
�
配
信
さ
れ
る
も

の
を
除
く
）

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（ゲ
ー
�
も
含
む
）

音
楽
（着
信
�
�
デ
ィ
な
ど
も
含
む
）

映
像

画
像
（待
受
け
画
像
な
ど
も
含
む
）

電
子
書
籍

オ
�
�
イ
�
ゲ
ー
�
の
利
用
料
金
や
、
ゲ
ー
�
上
の
ア

イ
テ
�
・ア
バ
タ
ー
な
ど
に
対
す
る
課
金

オ
�
�
イ
�
ゲ
ー
�
以
外
の
、
イ
�
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の

サ
ー
ビ
ス
利
用
料
金

ニ
�
ー
ス
、
雑
誌
記
事

�
ー
�
マ
ガ
ジ
�

地
図
・交
通
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

そ
の
他
の
デ
ジ
タ
�
コ
�
テ
�
ツ

20～29歳(n=4,163) 30～39歳(n=4,879) 40～49歳(n=5,103) 50～59歳(n=5,399) 60歳以上(n=6,361)

 
（注） 当該世代のインターネット利用者のうち、当該品目の購入経験がある者を示す。 

  

（３） インターネットで購入する際の決済方法  

インターネットで購入する際の決済方法をみると、「クレジットカード払い（代金引換時の利用

を除く）」が 63.7％と最も多く、次いで、「代金引換」（43.8％）、「コンビニエンスストアでの支払い」

（38.9％）、「銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの振込・振替」（30.8％）となっている。 
 

図表２－４ インターネットで購入する際の決済方法（複数回答） 

60.0 

45.5 

35.0 

31.2 

14.1 

10.6 

1.5 

63.7 

43.8 

38.9 

30.8 

9.9 

8.4 

4.4 

0.7 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

クレジットカード払い（代金引換時の利用を除く）

代金引換

コンビニエンスストアでの支払い

銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの振込・振替

ネットバンキング・モバイルバンキングによる振込

通信料金・プロバイダ利用料金への上乗せによる支払い

電子マネーによる支払い（Ｅｄｙ、Ｓｕｉｃａなど）

現金書留、為替、小切手による支払い

その他

平成24年末(n=15,227)

平成25年末(n=14,230)

 
（注） 平成25年に選択肢の名称変更等を行った。 
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（４） インターネットで購入した際の最も高額な金額  

15歳以上のインターネットでの商品・サービス購入経験者における、平成25年の平均購入最

高金額をみると、家庭内全体では 30,892円となっている。 

家庭内で主に利用する端末別にみると、「自宅のパソコン」が 32,937 円と最も高く、次いで、

「携帯電話」が 32,633円、「スマートフォン」が 31,000円となっている。 

また、家庭外全体では 24,168 円となっており、家庭外で主に利用する端末別にみると、「自宅

以外のパソコン」が 30,199円、次いで、「携帯電話」が 24,797円、「スマートフォン」が 23,144円と

なっている。 
 

家庭内外からインターネットで購入した際の平均最高利用金額（平成 25年末） 

30,892
32,937 32,633

31,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

家庭内全体

(n=13,488)
自宅のパソコン

(n=11,116)
携帯電話

(PHSを含む)
(n=3,323)

スマートフォン

(n=8,035)

（円）
図表２－５（家庭内）

 
（対象は、15歳以上の家庭内からのインターネットでの購入経験者。） 

24,168

30,199

24,797
23,144

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

家庭外全体

(n=3,162)
自宅以外の

パソコン

(n=1,691)

携帯電話

(PHSを含む)
(n=624)

スマートフォン

(n=2,214)

（円）
図表２－６（家庭外）

 
（対象は、15歳以上の家庭外からのインターネットでの購入経験者。） 

  

（５） 映像・音声コンテンツの利用について  

映像・音声コンテンツの利用サービスについては、「オンデマンド型の動画共有サービス」が

95.1％と最も高く、次いで、「ラジオ放送サービス」（11.5％）となっている。 

利用端末をみると、家庭内ではパソコン、家庭外ではスマートフォンが最も多く利用されてお

り、全体ではパソコンが最も多く利用されている。 

利用目的をみると、「自分の好きなアーティストなどの動画等を視聴するため」が 64.8％と最も

高く、次いで、「話題になっている動画・番組を視聴するため」（47.4％）となっている。 
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図表２－７ 映像・音声コンテンツの利用 

サービス（複数回答）（平成 25年末） 
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平成25年末
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図表２－８ 映像・音声コンテンツの利用端末 

（全体は複数回答）（平成 25年末） 
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6.9 
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家庭内(n=12,195)

家庭外(n=9,342)

 

図表２－９ 映像・音声コンテンツの利用頻度 

（平成 25年末） 
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図表２－１０ 映像・音声コンテンツの利用目的 

（複数回答）（平成 25年末） 
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す
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イ
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又
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（６） 個人におけるソーシャルメディアの利用について 

 個人におけるソーシャルメディアの利用率をみると 42.4％となった。 

 年齢階層別利用目的をみると、「従来からの知人とのコミュニケーションのため」、「知りたいこ

とについて情報を探すため」及び「ひまつぶしのため」の利用が高い。 

 

図表２－11 ソーシャルメディアの利用率 

42.4 

15.9 

57.2 

65.5 

58.9 

43.5 

29.8 

20.1 
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19.3 

16.8 
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２０～２９歳(n=4,163)

３０～３９歳(n=4,879)

４０～４９歳(n=5,103)

５０～５９歳(n=5,399)

６０～６４歳(n=2,605)

６５～６９歳(n=1,806)

７０～７９歳(n=1,532)

８０歳以上(n=418)

平成25年末

 
（注）ソーシャルメディアとは、複数の人とインターネットでやるとりできる情報サービスのこと。 

 

図表２－12 年齢階層別ソーシャルメディアの利用目的（成人） 
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（１） 企業通信網の構築状況 

全企業を対象に企業通信網（企業内・企業間）の構築状況をみると、企業通信網を構築してい

る企業は 90.6％となっている。 

企業通信網において主に使われている通信サービスについては、「インターネット VPN」が

55.4％で最も多く、次いで「IP-VPN」（39.0％）、「広域イーサネット」（33.1％）となっている。 
 

図表３－１ 企業通信網の構築状況（平成 25年末） 

90.6

55.1

33.5

2.0

9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業通信網を構築

企業内と企業間の両方構築

企業内のみ構築

企業間のみ構築

企業通信網をいずれも構築していない

平成25年末

(n=2,198)

 
 

図表３－２ 企業通信網において主に使われている通信サービス（複数回答）（平成 25年末） 

55.4

39.0

33.1

20.2

20.1

9.2

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

インターネットＶＰＮ

ＩＰ-ＶＰＮ

広域イーサネット

電話回線

（ダイヤルアップ）

専用線

その他

分からない

平成25年末

(n=1,938)

３ 企業におけるＩＣＴ利用の現状 
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（２） 企業におけるソーシャルメディアサービスの活用状況 

ソーシャルメディアサービスを一部でも活用していると回答した企業の割合は 15.8％で、業

種別にみると、「サービス業・その他」が 21.5％と最も高く、次いで、「卸売・小売業」（19.7％）、

「金融・保険業」（18.8％）となっている。 

ソーシャルメディアサービスを利用していると回答した企業を対象に、その活用目的・用途を

みると、「商品や催物の紹介、宣伝」が 65.7％と最も多く、次いで「定期的な情報の提供」

（50.5％）、「会社案内、人材募集」（34.4％）となっている。 

 

図表３－３ 企業におけるソーシャルメディアサービス活用の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３－４ 企業におけるソーシャルメディアサービスの活用目的・用途 

（複数回答）（平成 25年末） 
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19.7

17.6

18.8

21.0
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平成25年末(n=2,124)

建設業

平成24年末(n=331)
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製造業

平成24年末(n=382)
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運輸業

平成24年末(n=363)
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平成24年末(n=324)
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金融・保険業

平成24年末(n=180)

平成25年末(n=193)

サービス業・その他

平成24年末(n=475)

平成25年末(n=504)

産業別

31.0

20.3

12.5

14.2

20.2

13.9
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17.1

15.1

15.7

21.0

17.1

18.4
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平成25年末(n=72)

1,000万円～3,000万円未満

平成24年末(n=416)
平成25年末(n=480)
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（３） 電子商取引の実施状況 

電子商取引（インターネットを利用した調達・販売）を実施している企業の割合は48.6％となっ

ており、業種別にみると、「卸売・小売業」が 64.6％と最も高く、次いで「金融・保険業」（60.6％）、

「製造業」（46.6％）となっている。 

インターネットを利用した販売を行っている企業のインターネット販売モデルをみると、「電子

商店（自社サイト）」が 64.6％と最も多く、次いで「電子商店（電子モールへの出店）」（43.9％）とな

っている。 

 

図表３－５ 産業別電子商取引の実施状況（複数回答）（平成 25年末） 
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図表３－６ インターネット販売モデル（複数回答）（平成 25年末） 

64.6

43.9

6.8

2.0

9.5

0% 20% 40% 60% 80%

電子商店（自社サイト）
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（電子モールへの出店）

販売仲介

オンライントレード
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平成25年末(n=351)

 

産業別 

資本金規模別 
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（４） インターネットを利用した広告の実施状況  

インターネットを利用した広告を実施している企業の割合は 23.0％で、実施率を業種別にみる

と、「金融・保険業」が 55.8％と最も高く、次いで「卸売・小売業」（32.1％）、「サービス業・その他」

（28.9％）となっている。 

行った広告の種類では、「バナー広告」が 52.7％と最も多く、次いで、「メールマガジン」

（41.6％）、「テキスト広告」（32.2％）となっている。 

図表３－７ インターネット広告の実施率（平成 25年末） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３－８ 実施したインターネット広告の種類（複数回答）（平成 25年末） 

 

52.7

41.6

32.2

14.3

13.2

9.9

6.5

6.5

5.3

4.6

4.3

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

バナー広告

メールマガジン

テキスト広告

検索連動型広告

ＤＭ広告

（ターゲティングメールなど）
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リッチメディア広告

コンテンツ連動型広告

スポンサーシップ広告

（編集タイアップなど）

コンテンツ型広告

ピクチャー広告

その他インターネット広告
平成25年末(n=565)

 
（注）① テキスト広告：文字のみで構成されているもの。 

（注）② バナー広告：ウェブページ上で他のウェブサイトを紹介する機能を持つ画像で、クリックするとそのバナーのウェブサイトへリンクするもの。 

（注）③ リッチメディア広告：マウスの動きに合わせて表示が動いたり、ストリーミング技術で動画を表示したりするような音声や映像を活用しているもの。 

（注）④ コンテンツ連動型：Ｗｅｂコンテンツの文脈やキーワードを解析し、内容と関連性の高い広告を表示するもの。 
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（５） 無線通信技術を利用したＩＣＴ関連ツール (注)の導入状況  

無線通信技術を利用したＩＣＴ関連ツールを用いたサービス・システムやツールの導入率は

49.3％であり、各ツールの利用率をみると、「非接触型 IC カード」が 28.2％と最も高く、次いで「ネ

ットワークカメラ、センサー等のネットワーク機能付加機器」（27.6％）となっている。 

各ＩＣＴ関連ツールの導入率を業種別にみると、「電子タグ」では「製造業」が最も高く 12.4％、

「非接触型ＩＣカード」では「金融・保険業」が最も高く 60.4％となっている。となっている。また、「新

たにネットワーク機能が加わった機器」については、「建設業」が最も高く 34.5％、「ＧＰＳ、携帯電

話などの位置確認機能」については、「運輸業」が最も高く、43.9％となっている。 

(注) ここでは、電子タグ（RFID タグ）、非接触型 IC カード、ネットワークカメラやセンサー等のネットワーク機能付加機器、GPS、携帯電話等の位置確認機能など、次世

代の通信機器を備えたビジネスツールの総称を「ＩＣＴ関連ツール」としている。 

 

図表３－９ ＩＣＴ関連ツールを利用したサービス・システムの導入状況（平成 25年末） 

49.3 7.6 43.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年末

(n=2,067)

導入している 導入していないが、今後導入する予定がある 導入していないし、今後導入する予定もない

 
 

図表３－10 産業別、資本金規模別ＩＣＴ関連ツール別の導入率（平成 25年末） 
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（６） クラウドコンピューティングサービスの利用状況 

一部でもクラウドコンピューティングサービス（以下「クラウドサービス」という。）を利用してい

ると回答した企業の割合は 33.1％であり、24 年末の 28.2％から 4.9 ポイント上昇している。資本

金規模別に利用状況をみると、資本金 50億円以上企業では５割を超えている。 

クラウドサービスの効果をみると、86.8％の企業で効果があった。 

 

図表３－11 クラウドサービスの利用状況 
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図表３－12 産業別、資本金規模別クラウドサービスの利用状況 
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図表３－13 クラウドサービス利用企業の利用サービス（複数回答）（平成 25年末） 
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図表３－14 クラウドサービスの効果（平成 25年末） 
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図表３－15 クラウドサービスを利用しない理由（複数回答）（平成 25年末） 
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6.3

6.4

5.9

42.8

37.4

22.9

21.9

15.7

11.0

10.4

8.0

5.6

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要がない

情報漏洩などセキュリティに不安がある

クラウドの導入に伴う既存システムの

改修コストが大きい

メリットが分からない、判断できない

ネットワークの安定性に対する不安がある

通信費用がかさむ

ニーズに応じたアプリケーションの

カスタマイズができない

クラウドの導入によって

自社コンプライアンスに支障をきたす

法制度が整っていない

その他

平成24年末(n=722)

平成25年末(n=740)
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（７） テレワーク 

テレワークを導入している企業の割合は 9.3％であった。資本金規模別に導入状況をみると、

資本金 50億円以上企業では 38.0％の導入率となっている。 

テレワークを利用する従業員の割合は、「５％未満」が 55.3％と最も高く、次いで、「10％～

30％未満」（22.6％）、「５～10％未満」（7.3％）となっている。 

テレワークの主な導入目的をみると、「定型的業務の効率性（生産性）の向上」が 46.2％と最も

多く、次いで「勤務者の移動時間の短縮」（44.3％）、「非常時（地震、新型インフルエンザ等）の事

業継続に備えて」（23.5％）となっている。 

テレワークを導入している企業のテレワークの効果についてみると、「非常に効果はあった」、

「ある程度効果はあった」を合わせて８割以上（83.9％）の企業がその効果を認めている。 

図表３－16 テレワークの導入率（平成 25年末） 

導入している 9.3%

導入していない

が、具体的に導入

予定がある 3.3%

導入していないし、

具体的な導入予定

もない 87.4%

平成25年末
(n=2,179)

 

図表３－17 資本金規模別テレワークの導入率（平成 25年末） 

1.2 

3.1 

2.7 

7.5 

16.1 

23.6 

20.9 

38.0 

3.8

2.7

4.1

2.7

0.6

1.9

8.5

98.8

93.1

94.6

88.4

81.1

75.8

77.2

53.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000万円未満

(n=76)

1,000万円～3,000万円未満

(n=497)

3,000万円～5,000万円未満

(n=294)

5,000万円～1億円未満

(n=486)

1億円～5億円未満

(n=460)

5億円～10億円未満

(n=58)

10億円～50億円未満

(n=148)

50億円以上

(n=160)

導入している 導入していないが、具体的に導入予定がある 導入していないし、具体的な導入予定もない

 

（注）テレワークには、在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワークを含む。 
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図表３－18 テレワークを利用する従業員の割合（平成 25年末） 

５％未満
55.3%

５％～１０％未満
7.3%

１０％～３０％未満
22.6%

３０％～５０％未満
5.6%

５０％～８０％未満
6.9%

８０％以上
2.3%

平成25年末
(n=202)

 

図表３－19 テレワークの導入目的（複数回答）（平成 25年末） 

45.9

37.4

26.5

15.5

11.0

5.7

12.4

4.7

4.0

3.5

3.9

20.4

46.2

44.3

23.5

11.7

10.1

8.4

7.2

5.6

5.1

0.9

1.2

20.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

定型的業務の効率性（生産性）の向上

勤務者の移動時間の短縮

非常時（地震、新型インフルエンザ等）の事業継続に備えて

顧客満足度の向上

勤務者にゆとりと健康的な生活の実現

オフィスコストの削減

通勤弱者（身障者、高齢者、育児中の女性等）への対応

付加価値創造業務の創造性の向上

優秀な人材の雇用確保

交通代替によるCO2削減等地球温暖化対策

省エネルギー、節電対策のため

その他

平成24年末(n=219)

平成25年末(n=207)

 
 

図表３－20 テレワークの効果（平成 25年末） 

非常に効果が

あった

22.9%

ある程度

効果があった

61.0%

あまり効果が

なかった

0.2%

マイナスの

効果であった

0.0% 効果はよく

分からない

15.9%

平成25年末
(n=203)
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（１） セキュリティ対策の実施状況 （世帯） 

インターネットを利用している世帯のうち何らかのセキュリティ対策を実施している世帯の割

合は77.6％となっている。実施しているセキュリティ対策の内容をみると、「セキュリティ対策ソフ

トの導入もしくは更新」が 58.4％と最も多く、次いで、「セキュリティ対策サービスの新規契約もし

くは更新」（27.7％）、「不確かなインターネット回線には接続しない」（22.4％）となっている。 

 
図表４－１ セキュリティ対策の実施状況（複数回答） 

 

77.6 

22.4 

58.4 

27.7 

22.4 

14.6 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

対策を行った

対策を行っていない

セキュリティ対策ソフトの導入もしくは更新

セキュリティ対策サービスの新規契約もしくは更新

不確かなインターネット回線には接続しない

端末にパスワードを設定している

管理者を定め、チェックしている

平成25年末
(n=11,603)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 安心・安全への取組状況 
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（２） インターネット利用で感じる不安 （世帯） 

インターネットを利用して感じる不安の有無については、「少し不安を感じている」、「不安を感

じている」を合わせて 75.3％となり、７割以上の世帯が不安を感じている。 

インターネットを利用して不安を感じている世帯に対してその内容をみると、「個人情報が外部

に漏れていないか」が 81.4％と最も多く、次いで、「コンピュータウィルスへの感染」（76.7％）、「電

子決済の信頼性」（47.4％）となっており、情報セキュリティに関する不安を抱えていることがうか

がえる。 

 

図表４－２ インターネット利用上の不安の有無（世帯） 

 

不安を感じる

24.0%

少し不安を感じる

51.3%

あまり不安を感じ

ない

19.8%

不安を感じない

4.9%

平成25年末
(n=11,275)

 
 

図表４－３ インターネット利用で感じる不安の内容（世帯）（複数回答） 

 

81.4 

76.7 

47.4 

46.5 

45.0 

42.9 

34.5 

16.1 

15.5 

13.0 

10.2 

8.2 

7.7 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人情報が外部に漏れていないか

コンピュータウィルスへの感染

電子決済の信頼性

迷惑メールが来ること

どこまでセキュリティ対策を行えばよいか

架空請求やインターネットを利用した詐欺

きちんと理解できているか

認証技術の信頼性

違法・有害情報の氾濫

知的財産権を侵害していないか

インターネット依存になっていないか

電子メールの送受信がうまくいっているか

コミュニケーション相手とのトラブル

その他

平成25年末(n=8,534)
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（３） 企業通信網に対するセキュリティ侵害と対策の状況（企業） 

過去１年間の情報通信ネットワークの利用の際に発生したセキュリティ侵害をみると、「何ら

かの被害を受けた」企業が 38.0％であった。主なセキュリティ侵害の内容をみると、「ウィルスを

発見又は感染」が 36.1％と最も多い。 

インターネット、企業内LAN等を利用する企業のうち何らかのセキュリティ対策を実施している

企業の割合は 98.5％であった。 

主な対策内容としては、「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウィルス対策プログラムを導

入」が87.2％と最も多く、次いで、「サーバにウィルス対策プログラムを導入」（66.0％）、「ＩＤ、パス

ワードによるアクセス制御」（55.3％）となっている。 

 
 

 

  

図表４－４ 企業に対する過去１年間の 

情報通信ネットワークの利用の際に 

発生したセキュリティ侵害 

図表４－５ セキュリティ対策の実施状況 

（企業）（複数回答） 

40.5

59.5

38.8

27.4

11.5

2.3

0.9

1.0

0.1

0.7

0.4

38.5

61.6

37.4

24.5

13.0

2.1

0.9

0.8

0.9

1.0

0.5

38.0

62.0

36.1

24.1

12.0

3.0

1.8

1.3

0.9

0.5

0.5

0% 20% 40% 60% 80%

何らかの被害を受けた

特に被害はない

ウィルスを発見又は感染

コンピュータウィルスを発見したが

感染しなかった

コンピュータウィルスを発見し、

少なくとも１回は感染した

スパムメールの中継利用・踏み台

不正アクセス

ＤｏＳ（ＤＤｏｓ）攻撃

ホームページの改ざん

故意・過失による情報漏洩

その他の侵害

平成23年末

(n=1,860)

平成24年末

(n=2,034)

平成25年末

(n=2,103)

97.0

3.0

84.1

63.8

55.0

44.0

37.1

32.3

34.2

30.3

23.7

20.0

17.5

16.6

10.6

12.0

12.4

7.0

10.8

9.2

3.5

97.8

2.2

88.3

67.7

53.4

45.8

37.5

37.3

37.6

31.0

22.7

20.0

17.3

16.4

12.5

12.3

10.6

8.8

7.7

8.9

18.6

98.5

1.5

87.2

66.0

55.3

44.0

38.6

38.4

35.7

29.3

22.3

21.0

14.9

12.6

11.0

10.7

10.3

9.1

8.3

7.5

19.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対応している

特に対応していない

パソコンなどの端末(ＯＳ、ソフト等)に
ウィルス対策プログラムを導入

サーバにウィルス対策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御

ファイアウォールの設置・導入

ＯＳへのセキュリティパッチの導入

社員教育

セキュリティポリシーの策定

アクセスログの記録

プロキシ（代理サーバ）等の利用

外部接続の際にウィルスウォールを構築

データやネットワークの暗号化

セキュリティ監査

回線監視

認証技術の導入による利用者確認

ウィルス対策対応マニュアルを策定

不正侵入検知システム(ＩＤＳ)・
不正侵入防御システム（ＩＰＳ）の設置・導入

セキュリティ管理のアウトソーシング

Ｗｅｂアプリケーションファイアウォールの

設置・導入

その他の対策

平成23年末
(n=1,855)

平成24年末
(n=2,043)

平成25年末
(n=2,123)
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（４） 標的型メールの被害状況と対策の状況（企業） 

過去１年間の標的型メールの被害をみると、標的型メールが送られた形跡があった企業は

19.8％であった。そのうち、1.2％の企業がコンピュータウィルスに少なくとも 1回感染している。 

標的型メールへの対策状況をみると、82.5％の企業が実施している。標的型メールへの対策

内容をみると「パソコンなどの端末（ＯＳ、ソフト等）にウィルス対策プログラムを導入」が 67.9％と

最も多く、次いで「サーバにウィルス対策プログラムを導入」が 53.1％、「OS へのセキュリティパ

ッチの導入」が 30.6％となっている。 

 

図表４－６ 標的型メールの被害の有無（平成 25年末） 

1.2%

6.9%

11.7%

80.2%

標的型メールが社員の端末

に到達し、コンピュータウィル

スに少なくとも１回は感染した

標的型メールが社員の端末

に到達したが、コンピュータ

ウィルスへの感染はなかった

端末に到達する前にウィルス

対策プログラム等で全て阻止

した

標的型メールが送られてきた

形跡は見られない

平成25年末

(n=2,043)

 
 

図表４－７ 標的型メールへの対策内容（複数回答）（平成 25年末） 

82.5

17.5

67.9

53.1

30.6

29.3

20.0

16.7

15.2

12.8

7.5

6.9

5.3

2.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している

特に実施していない

パソコンなどの端末（OS、ソフト等）に

ウィルス対策プログラムを導入

サーバにウィルス対策プログラムを導入

OSへのセキュリティパッチの導入

社員教育

アクセスログの記録

プロキシ（代理サーバ）等の利用

外部接続の際にウィルスウォールを構築

重要情報を保有するサーバ等に対する

アクセス制御の強化

回線監視

不正侵入検知システム（IDS）の設置・導入

組織間、部門間での情報共有

送信ドメイン認証（SPF）の導入

その他の対策

平成25年末

(n=2,088)
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図表４－８ インターネット、企業内 LAN等を利用する上での問題点（企業） 

（複数回答）（平成 25年末） 

44.7

38.7

37.2

37.0

32.8

24.7

12.5

11.4

10.5

5.6

2.7

2.5

1.5

2.5

12.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

運用・管理の人材が不足

ウィルス感染に不安

運用・管理の費用が増大

セキュリティ対策の確立が困難

従業員のセキュリティ意識が低い

障害時の復旧作業が困難

導入成果の定量的把握が困難

通信料金が高い

導入成果を得ることが困難

通信速度が遅い

電子的決済の信頼性に不安

著作権等知的財産の保護に不安

認証技術の信頼性に不安

その他

特に問題なし

平成25年末

(n=2,066)

 
 

（６） 個人情報保護対策の実施状況 （企業） 

何らかの個人情報保護対策を実施している企業の割合は 77.2％であった。主な対策内容とし

ては、「社内教育の充実」が 49.2％と最も多く、次いで、「個人情報保護管理責任者の設置」

（31.9％）、「プライバシーポリシーの策定」（23.6％）となっている。 
 

図表４－９ 個人情報保護対策の実施状況（企業）（複数回答）（平成 25年末） 

77.2

22.8

49.2

31.9

23.6

20.7

13.9

8.1

5.7

7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

何らかの対策を実施

特に実施していない

社内教育の充実

個人情報保護管理責任者の設置

プライバシーポリシーの策定

必要な個人情報の絞り込み

システムや体制の再構築

プライバシーマーク制度の取得

外注先の選定要件の強化

（プライバシーマーク取得の有無等）

その他の対策

平成25年末

(n=2,088)

 

（５） インターネット、企業内 LAN等を利用する上での問題点（企業） 

インターネットや企業内 LAN 等を利用する上での問題点は、「運用・管理の人材が不足」が

44.7％と最も多く、次いで「ウィルス感染に不安」（38.7％）、「運用・管理の費用が増大」（37.2％）

となっている。 
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（１） デジタルテレビ放送受信機器の保有状況（世帯） 

デジタルテレビ放送受信機器の保有状況をみると、デジタル放送対応のテレビを保有してい

る世帯は 97.8％、うちインターネットに接続している世帯は 28.4％となっている。 

 

図表５－１ デジタルテレビ放送受信機器の保有状況（世帯）（平成 25年末） 

28.4

6.2

2.7

69.4

61.6

20.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ（デジタル放送対応）

DVD・ブルーレイディスクレコーダ

（デジタル放送対応）

ワンセグ放送受信機器

デジタル放送受信用チューナー

ケーブルテレビ用チューナー

IPTV用チューナー

その他

インターネットに

接続している
インターネットに

接続していない

平成25年末

(n=14,890)

97.8

67.7

20.9

23.3

23.5

7.7

0.7

 
 

 

（２） デジタルテレビのデータ放送機能の利用状況（世帯） 

過去 1 年間にデータ放送機能を利用した世帯の割合は 74.4％となっている。また、世帯主の

年齢別の割合は、「40～49歳」が 81.3％と最も高くなっており、次いで「30～39歳」が 80.9％とな

っている。 

データ放送機能の利用目的としては「ニュース、気象情報、交通情報などの取得」が 84.8％と

最も多く、次いで「クイズやアンケートなど、番組企画への参加」が 44.1％となっている。 

  
図表５－２ デジタルテレビのデータ放送機能の利用状況（世帯）（平成 25年末） 

25.9%

22.4%

14.9%

11.2%

25.6%

毎日少なくとも1回は利用

週に少なくとも１回は利用

（毎日ではない）

月に少なくとも１回は利用

（毎週ではない）

年に少なくとも１回は利用

（毎月ではない）

全く利用しない

平成25年末

(n=13,103)

５ デジタルテレビ放送の利用状況 
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図表５－３ 世帯主年齢別データ放送機能の利用状況（平成 25年末） 

66.8

80.9

81.3

76.4

74.8

70.9

68.8

59.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２０～２９歳

(n=421)
３０～３９歳
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図表５－４ データ放送機能の利用目的（世帯） 
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（３） デジタルテレビのインターネット接続機能の利用状況（世帯） 

過去1年間にデジタルテレビのインターネット接続機能を利用した世帯の割合は16.0％となっ

ている。また、世帯主の年齢別の割合は、「60～64 歳」が 19.7％と最も高くなっており、次いで

「50～59歳」が 19.0％となっている。 

インターネット接続機能の利用目的としては「ウェブ利用」が 39.7％と最も多く、次いで「ＶＯＤ

等の配信番組」が 34.9％となっている。 

  
図表５－５ デジタルテレビのインターネット接続機能の利用状況（世帯）（平成 25年末） 
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図表５－６ 世帯主年齢別インターネット接続機能の利用状況（平成 25年末） 
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図表５－７ インターネット接続機能の利用目的（世帯） 
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その他
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（４） デジタルテレビのインターネット接続機能の利用意向（世帯） 

インターネット接続機能の利用意向について 60.9％の世帯が「利用してみたい」としている。 

利用目的別にみると、「ＶＯＤ等の配信番組」が 27.4％と最も多く、次いで「テレビ電話」

（24.1％）、「録画予約や録画した番組の視聴」（21.8％）となっている。 

 

図表５－８ デジタルテレビのインターネット接続機能の利用意向（世帯） 
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